
 
                             平成 27 年３月 26 日 

                       企画広報部情報統計局統計調査課 

 電話 054-221-2245,2246                            

定期給与 16 か月ぶりの増加 
毎月勤労統計調査地方調査結果（平成 27年１月分暫定値） 

 
平成 27 年１月分の静岡県の賃金、労働時間、雇用の動きについて調査結果を公表する。 
（事業所規模５人以上、調査産業計） 

 

 

 

 

１ 賃金 

 常用労働者１人平均定期給与（所定内給与＋超過労働給与）は 254,665 円、名目賃金指

数（定期給与）は 98.5 で、前年同月比 1.5％増と 16 か月ぶりに前年同月を上回った。 

名目賃金指数（定期給与）の推移
（事業所規模5人以上、調査産業計）
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２ 労働時間 

 常用労働者１人平均所定外労働時間は 11.9 時間、所定外労働時間指数は 107.2 で、前年

同月比 6.2％増と４か月ぶりに前年同月を上回った。 

 常用労働者の約３割を占める製造業の所定外労働時間は 17.0 時間、所定外労働時間指

数は 121.4 で、前年同月比 8.3％増と 17 か月連続で前年同月を上回った。 

所定外労働時間指数の推移
（事業所規模5人以上、調査産業計・製造業）

6.2
8.3

107.2102.4

121.4116.8

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

H2223 24 25 26 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

指数

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

前年同月比(%)

前年同月比（調査産業計） 前年同月比（製造業）

所定外労働時間指数（調査産業計） 所定外労働時間指数（製造業）

(平成22年平均＝100)

平成25年 平成26年 平成27年

 

※平成27年1月分調査において、調査対象事業所（第一種事業所調査：事業所規模30人以上）の抽

出替えを行った。これに伴う新旧のギャップ（差異）修正処理等に時間を要するため、今回は暫定

値（旧事業所調査結果）となっている。おって、確定値（新事業所調査結果）を公表する。 



３ 雇用 

常用労働者数は 1,386,529 人、常用雇用指数は 100.4 で、前年同月と同水準となった。 

なお、パートタイム労働者比率は 28.1％で、前年同月(29.9％)と比べて 1.8 ポイント

減となり、19 か月ぶりに前年同月を下回った。 

常用雇用指数の推移
（事業所規模5人以上、調査産業計）
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表１ 常用労働者１人平均定期給与、所定外労働時間及び常用労働者数 

（事業所規模５人以上）

実数 指数（名目） 対前年同月比 実数 指数 対前年同月比 実数 指数 対前年同月比

円 ％ 時間 ％ 人 ％

調査産業計 254,665 98.5 1.5 11.9 107.2 6.2 1,386,529 100.4 0.0

建設業 302,880 95.6 -10.4 9.7 94.2 -19.1 64,749 97.7 0.2

製造業 302,236 101.6 1.4 17.0 121.4 8.3 401,540 97.7 -0.5 

電気・ガス・熱供給・水道業 434,679 103.7 -1.7 13.6 115.3 7.2 8,174 104.2 -0.1 

情報通信業 306,615 96.4 1.2 21.8 207.6 9.6 18,681 97.0 3.4

運輸業,郵便業 249,550 93.0 -0.1 17.0 68.8 -8.6 89,353 97.3 -1.9 

卸売業,小売業 224,402 107.0 8.1 8.1 117.4 19.1 213,916 94.4 -1.7 

金融業,保険業 357,251 96.3 -8.0 11.2 97.4 -10.4 37,067 109.1 8.3

不動産業,物品賃貸業 217,609 71.2 -11.8 8.0 63.5 -5.9 17,414 105.5 -1.2 
学術研究,専門・技術サービス業 332,825 98.9 -7.0 16.8 116.7 -11.5 36,134 101.4 -2.7 

宿泊業,飲食サービス業 120,779 94.9 10.0 8.4 113.5 52.8 118,457 104.7 -0.9 

生活関連サービス業,娯楽業 204,643 106.5 10.4 4.6 46.9 -14.9 35,663 79.1 -7.1 

教育,学習支援業 264,792 82.6 12.4 9.0 69.2 18.3 70,978 102.3 3.8

医療,福祉 253,471 98.3 1.7 7.1 134.0 12.7 167,849 118.8 1.6

複合サービス事業 277,222 94.8 -4.0 5.4 120.0 -24.0 12,971 105.9 2.1
サービス業（他に分類されないもの） 181,893 101.6 1.6 11.3 124.2 3.7 92,825 103.1 4.4

常用労働者数
産　　業

定期給与 所定外労働時間

 
＜利用上の注意＞ 

(1)この調査結果の数値は、調査事業所からの報告を基にして、本県の事業所規模５人以上のすべて

の事業所に対応するよう復元して算定したものである。 

(2)現在の基準年は平成22年であり、指数は「平成22年平均＝100」とする。 

(3)対前年（前月）比等の増減率は、原則として指数により行っているため、実数から算定した場合と

は必ずしも一致しない。 

 

 
 


